
 

連合北海道札幌地区連合会／さっぽろ 労働相談センター 
札幌圏雇用センサス  ２００８年２月の相談状況 

 

「２月は厳しさへの予兆  会社清算からの被害に準備を 」 
 
１．労働相談の概況について 
 （１）相談件数について  参照資料－１ 「２００８年２月 月別労働相談処理状況」 
              参照資料－２ 「２００８年２月 労働相談（男女雇用形態別・相談内容別）」 

相談者数は７９人、相談項目数は１３４件となりました。対昨年比では＋１０人・＋２６件となりまし 
た。一人当たりの件数では１．７０件となり昨年を０．１３ポイント上回っています。 
対前月比では＋２４人・＋４２件となっており一人当たりの件数では０．０３ポイント上回っています。 

 
【相談件数・項目数の比較】 

年 
項目       

件数（人） 相談項目数 一人当たり相談項目件数 

２００８年２月 ７９人 １３４件 １．７０件 
２００７年２月 ６９人 １０８件 １．５７件 
２００８年１月 ５５人 ９２件 １．６７件 

 
 （２）雇用形態別相談者数及び件数について  
              参照資料－３「２００８年 雇用形態別 相談者数 月別集計」 
                    「２００８年 雇用形態別 相談件数 月別集計」 
 

相談者数７９人の内訳は、社員２７人、期限付雇用契約者（契約・パートタイマー・臨時・嘱託・季 
節・派遣）４８人、不明４人となっており、男女比では男性４９人・女性３０人となっています。 
相談件数の内訳では、社員５４件、期限付雇用契約者（契約・パートタイマー・臨時・嘱託・季節・ 

派遣）７６件、不明４件となっています。男女比では男性８４件、女性５０件となっています。 
一人当たりの件数では、社員２．００件、期限付雇用契約者（契約・パートタイマー・臨時・嘱託・季 

節・派遣）１．５８件となっています。男女比では男性１．７１件、女性１．６７件となっています。 
【雇用形態別 相談者数（人）】 

 社員 契約 パート 臨時 嘱託 季節 派遣 不明 合計 
男 ２６ ８ ４ ７ １ ０ ０ ３ ４９ 
女 １ ０ １８ ５ ３ ０ ２ １ ３０ 
計 ２７ ８ ２２ １２ ４ ０ ２ ４ ７９ 

 
【雇用形態別・男女別 相談件数（各上段）と一人当たり相談件数（各下段）】 

 社員 契約 パート 臨時 嘱託 季節 派遣 不明 合計 
５３ １４ ４ ８ ２ ０ ０ ３ ８４ 

男 
２．０４ １．７５ １．００ １．１４ ２．００ ０．００ ０．００ １．００ １．７１ 

１ ０ ３３ ９ ４ ０ ２ １ ５０ 
女 

１．００ ０ １．８３ １．８０ １．３３ ０．００ １．００ １．００ １．６７ 
５４ １４ ３７ １７ ６ ０ ２ ４ １３４ 

計 
２．００ １．７５ １．６８ １．４２ １．５０ ０．００ １．００ １．００ １．７０ 

 
（３）業種別相談状況について    

               参照資料－４「２００８年２月 労働相談（業種別・相談内容別）」 



 業種別相談状況では、「卸・小売業・飲食店」１３人（相談件数２６件 ２．００件／一人）、「その 
他サービス業」１１人（同１６件 １．４５件／一人）、「建設・設計・重機業」１１人（同１４件  
１．２７件／一人）と相談が多い業種となっていますが、相談がゼロの業種が４業種（農林漁業・協同 
組合、鉱業、労働者派遣業、会計・行政・法律事務所）であることから、ほぼ全業種から相談が寄せら 
れている状況です。 
 一人当たりの相談件数が多い業種は、「陸運・倉庫業」２．６０件／一人（相談者数５人、相談件数 
１３件）、製造業２．００件／一人（相談者数６人、相談件数１２件）、金融・保険・不動残業２．００ 
件／一人（相談者数４人、相談件数８件）となっています。 
 

（４）相談内容について   参照資料－２ 「２００８年２月 労働相談（男女雇用形態別・相談内容別）」 
               

相談内容では、「賃金」２９件（内 「月例賃金未払い・遅配」１２件 「残業手当 未払」１０件  
「給与控除」５件）、「解雇・雇い止め・退職」２１件、「就業規則・雇用契約」１８件、「経営問題・労務 
管理」１７件、「有給休暇」９件、「「セクハラ・嫌がらせ・差別」８件、「労働保険（雇用・労災）」７件、 
「労災・職業病・安全衛生」５件となっています。 
 雇用形態から検証すると、社員男性の相談がほぼ全項目に分布する状況となっています。 

 
 （５）違法件数について   参照資料－５「２００８年 月別相談内容別違法件数 集計」 

７９名から寄せられた１３４件の相談中、違法と判断される項目は７４件となっています。５５．２％ 
が違法という状況です。７４件の主要な内訳は次の通りです。賃金の相談内容は極めて違法性が高い状況 
にあります。「セクハラ・嫌がらせ・差別」「雇用保険・労災保険」「労災・職業病・安全衛生」の項目が６ 
割強という状況になっています。 

                   【項目別違法件数の上位項目】 
項  目 違法件数 占有率 相談件数 

賃  金 ２５件 ８６．２％ ２９件 
就業規則・雇用契約 ９件 ５０．０％ １８件 
経営問題・労務管理 ９件 ５２．９％ １７件 
解雇・雇い止め・退職 ６件 ２８．６％ ２１件 
有給休暇 ６件 ６６．７％ ９件 
セクハラ・嫌がらせ・差別 ５件 ６２．５％ ８件 
雇用保険・労災保険 ４件 ５７．１％ ７件 
労災・職業病・安全衛生 ４件 ８０．０％ ５件 

 
２．２月の雇用情勢について 

相談件数・相談人数共に前月と前年を上回る状況です。雇用形態・男女比からの考察では、正社員男性 
が突出しています。一人当たりの件数においても正社員男性が突出しています。正社員全体の相談項目の 
分布では、ほぼ全ての項目に相談が分布しており、正社員を中心とした雇用清算が実施されていると思わ 
れます。相談内容では「賃金」（取り分け「月例賃金未払い・遅配」）、「解雇・雇い止め・退職」、「就業規 
則・雇用契約」、「経営問題・労務管理」に相談が集中し、違法状況についても同様の項目で高数値にある 
ことから、会社の清算に伴う雇用清算が法的手続きを遵守せずに強行されていると考えられます。 
 北海道内２月の倒産状況は２９件（負債総額一千万以上）・負債総額６６億７，２００万円であり件数 
で前年を２０．８％上回り、負債総額で前年を２６．０％下回った状況で、建設（１３件）・製造業・小売 
業（各６件）に集中しています。相談業種の分布とほぼ一致していることから、これら業種及び関連する 
業種の清算に伴う相談が集中したといえます。昨年末から増加する企業倒産の状況が収束しないまま２月 
を終了し３月の大型住宅メーカーの倒産を迎えています。３月期には更に厳しい相談状況となると思われ 
ます。 










